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１． ２１世紀の国土のグランドデザインの検証



２１世紀の国土のグランドデザインの検証

平成１６年５月、国土審議会調査改革部会により取りまとめられた「国土の総合的点検」は、国土全般の現状と課題
及び今後の国土政策の基本的方向を示し、その中で「人口減少・高齢化」、「国境を越えた地域間競争」、「中央依存
の限界」といった国土づくりの転換を迫る新たな潮流を踏まえ、国土計画自体も大胆にその改革を図るべきとされた。

（出典）：
国土交通省
国土計画局
作成



「国土計画制度の改革」のポイント

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

フローの拡大に加え

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

成
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景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び
国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごと
に、国と都府県等が適切
な役割分担の下、相互に
連携・協力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の
地方支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済
界等が対等な立場で協議する場（広域地方計画協議
会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を
聴く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布（公布後６ヶ月以内に施行）

※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。 （出典）：国土交通省国土計画局作成



総合的な国土の形成に関
する施策の指針

全国計画

①基本的な方針
②目標
③全国的な見地から必要
とされる基本的な施策

広域地方計画

ブロック単位の地方ごとに、
国と都府県等が適切な役割
分担の下、相互に連携・協
力して策定

①方針
②目標
③広域の見地から必要
とされる主要な施策

国土審議会
の調査審議 市町村が都府県を

経由して国土交通大
臣に提案

都道府県・指定都市
が国土交通大臣に
提案

計画提案制度

国の関係行政機関、
関係都府県、関係指定
都市その他密接な関係を
有する者（地元経済界等）
により構成

広域地方計画協議会 計画提案制度

（基本理念）
①特性に応じて自立的に発展する地域社会
②国際競争力の強化及び科学技術の振興等による活力ある経済社会
③安全が確保された国民生活
④地球環境の保全にも寄与する豊かな環境

の基盤となる国土を実現

国土形成計画 ＝ 国土の利用、整備、保全を推進するための総合的かつ基本的な計画

（閣議決定） （国土交通大臣決定）

パブリック
コメント

政策評価 パブリック
コメント

① 土地、水その他の国土資源の利用及び保全
② 海域の利用及び保全（排他的経済水域及び大陸棚に関する事項を含む。）
③ 震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減
④ 都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整備
⑤ 産業の適正な立地
⑥ 交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施設その他の重要な公共的施設の利用、整備及び保全
⑦ 文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施設の利用及び整備
⑧ 国土における良好な環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成

計画事項

※ 圏域は政令で定める

国土形成計画法の概要

（出典）：国土交通省国土計画局作成



２． 重大な転換期にあるわが国の国土基盤



「ライフスタイル・生活懇談会（H17.10.14）」資料

月別にみた人口の自然増加率

平成17年上半期の人口の自然増加数は、31,034人の減少となっており、今年から人口減少が始まる可能性がある。

平成17年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １～６月計

出生数 95,817 83,516 90,745 88,001 90,143 89,415 537,637

死亡数 104,364 96,367 108,501 92,645 87,617 79,177 568,671

自然増加数 -8,547 -12,851 -17,756 -4,644 2,526 10,238 -31,034

平成16年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年計

出生数 96,999 89,358 95,431 92,930 94,413 91,827 99,702 96,916 98,023 94,853 92,934 94,569 1,137,955

死亡数 100,741 93,264 92,669 84,432 83,507 76,346 80,290 79,894 76,896 86,543 87,730 95,771 1,038,083

自然増加数 -3,742 -3,906 2,762 8,498 10,906 15,481 19,412 17,022 21,127 8,310 5,204 -1,202 99,872

1～6月増減数 -31,034 7～12月増減数 ？　

1～6月増減数 29,999 7～12月増減数 69,873

1月から3月にかけて、イン
フルエンザの流行により
死亡数が多く推移

出生は、年後半に多い傾
向があり、昨年は約7万人
の自然増加

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動台帳報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。



「第１回ライフスタイル・生活専門委員会（H17.10.25）」資料

正規職員・非正規職員の現状

雇用形態別雇用者数（役員を除く）
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（出典) 総務省「労働力特別調査」、「労働力調査」をもとに
国土交通省国土計画局作成。
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女性パート

男性パート

一般、パート別労働者の年齢階級別年間賃金の試算

（出典）厚生労働省「平成17年版労働経済の分析」

（注）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2004年）を厚生労

働省労働政策担当参事官室で特別集計。

２．年間賃金は、毎月決まって支給する給与×12＋過去1年

間の賞与。

３．一般労働者は学歴計。

（万人） （万人）



「第１回ライフスタイル・生活専門委員会（H17.10.25）」資料

年齢階級別転職率の推移
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（出典）総務省「日本の就業構造（平成14年）」をもとに国土交通省国土計画局作成。



「第１回ライフスタイル・生活専門委員会（H17.10.25）」資料

「多業（兼業・副業）」の現状
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2004年

1995年
禁止していない

届出を必要とし、特に届出の内
容は限定しない

届出を必要とし、届出が受理でき
るかはどうかは基準がある
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１．正社員の副業に関する取り扱い

（出典）労働政策研究所・研修機構「雇用者の副業に関する調査研究」報告
をもとに国土交通省国土計画局作成。

１．農業従事者の兼業の状況

「副業」へのニーズ 企業の対応

業務に専念
してもらいた
いから

業務に悪影
響を及ぼす
から

企業の秩序
を乱すから

業務上の秘
密を保持し
たいから

その他

1995年（択一回答、N=1064） 77.8 7.6 8.4 2.2 0.5

2004年（多重回答、N=927） 78.1 49.3 40.3 27.8 1.8

２．正社員への副業規制の理由
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（出典）農林水産省「農林業センサス」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）1980年までは総農家、1985年から販売農家が対象。
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識調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。

【調査概要】調査対象：２０代から５０代までの全国の男女勤労者
調査時期：２００１年１１月

３．「したい」と回答した人の割合
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「第１回ライフスタイル・生活専門委員会（H17.10.25）」資料

多様化する就労スタイル

［ 新しい働き方に対する意向（今後行ってみたいもの） ］
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自宅や自宅周辺のオフィスで働く（ＳＯＨＯ）

自分一人や、知り合い・仲間との起業

期間を限定して働く（期間工、有期社員など）

必要最低限の収入をアルバイトで働く（ﾌﾘｰﾀｰ）

一定の職場を持たずに「派遣社員」として働く

外資系企業で働く

自分の郷土などへのＵターン転職・就職

地方部や田舎での転職・就職（Ｉﾀｰﾝなどによる転職・就職）

定年より前に仕事をリタイアする（早期定年、早期退職）

2000年

2003年

（％）

（出典）野村総合研究所「生活者１万人アンケート調査」（2000年、2003年）



政府に力を入れてほしい対策及び社会資本整備で重視する成果

国民生活に関する世論調査等を見ると、政府に対する要望として、「21世紀の国土のグランドデザイン」を策定した
1998年と比較すると、「少子化対策」を挙げた者の割合が増加している。
また、2004年に実施した社会資本の整備に限定した世論調査でも、少子高齢化への対応に対する期待が高いこと
が見て取れる。

＜政府に力を入れてほしい対策＞
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その他
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（％）

総数　（Ｎ＝2,136人，Ｍ．Ｔ．＝301.4％）

＜社会資本整備で重視する成果＞
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（出典）：内閣府「国民生活に関する世論調査」 （1998、2000の数値は、
内閣府「社会意識に関する世論調査」）をもとに国土交通省
国土計画局作成。 （出典）：H16.6 社会資本の整備に関する世論調査

（内閣府大臣官房政府広報室））



わが国の海外生産拠点数・海外現地法人数の推移

中国におけるわが国の海外生産拠点数は、1996年にEUを抜き、2000年に北米を抜き、2004年に
はASEAN４を抜いた。海外現地法人数も、2004年に、EU、北米等を抜いた。

※中国は93年度より、その他アジアは96年度より個別集計開始。

＜グラフにおける地域の分類＞
NIES （韓国、台湾、シンガポール、香港）
ASEAN4 （タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン）
北米 （米国、カナダ）
EU （英国、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー、ギリシャ、ルクセンブルグ、

デンマーク、スペイン、ポルトガル、オーストリア、フィンランド、スウェーデン、アイルランド）

（出典）：国際協力銀行開発金融経済所(H16.11)「わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告」－2004年度海外直接投資アンケート結果(第16回)－



わが国の食料品・日用品の海外依存度の推移

わが国の食料品・日用品の海外依存比率は増加しており、国際拠点港湾・空港機能の充実がますます重要となって
きている。

＜商品別の輸入浸透度の推移＞

＜食料自給率（カロリーベース）の推移＞

＜食品の自給率の推移＞



人口減少・高齢化(7)日本発着の国際航空便数の推移

日本発着の国際航空便数の推移を方面別で見ると、全体として航空便数が増加している中、アジア方面への航空便
のシェアは平成１２年５６．０％に対して平成１６年６４．８％と拡大傾向にある。特に中国方面の伸びは著しく、５年間
で２．５２倍（平成１２年１９８便→平成１６年４９９便）となっている。

（注）１．便数は往復ベース

２．太平洋：米大陸及びハワイ・グアム・サイパン等

３．その他アジア：東アジア諸国・地域、南アジア、西アジア（トルコ以東）、アフリカ、ロシア

（出典）国土交通月例報告平成17年9月今月のトピック「最近の日・アジア間を中心とした陣流の動向について」より国土交通省国土計画局作成
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わが国の地方空港とアジアを結ぶ国際航空路線は、「21世紀の国土のグランドデザイン（H10.3）」策定時には週平均
で235.5便であったのが、平成17年4月現在、週平均で335便となっており、約1.4倍と大幅に増加している。
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※ 人口100万人以上（中国は200万
人以上）の都市を赤丸で記載
（「世界の統計」総務省統計局より）

※ 赤線は、日本からの定期便就航

都市（２００５年４月現在）を結んだ

もの（経由便は、第１寄航地まで）
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デンパサール

※ 人口100万人以上（中国は200万
人以上）の都市を赤丸で記載
（「世界の統計」総務省統計局より）

※ 赤線は、日本からの定期便就航

都市（２００５年４月現在）を結んだ

もの（経由便は、第１寄航地まで）

※ 人口100万人以上（中国は200万
人以上）の都市を赤丸で記載
（「世界の統計」総務省統計局より）

※ 赤線は、日本からの定期便就航

都市（２００５年４月現在）を結んだ

もの（経由便は、第１寄航地まで）

タンゲラン スラバヤ

マカッサル

杭州

長沙 福州

潮陽
広州

香港

青島

東莞
台北

ケソンシティ
カルーカン

深圳
南海

中山

仁川

大田

大邱

釜山

ソウル

蔚山

瀋陽

大連

済州

光州

シンガポール

注1）経由便を除く
注2）東京・大阪・名古屋を除く国内都市から東アジア（ASEAN10、中国・韓国・

台湾・香港）及びロシアの極東の都市（ユジノサハリンスク、ハバロフスク
、ウラジオストック）への路線について集計

（出典）：「JTB時刻表」をもとに国土交通省国土計画局作成

地方空港とアジアを結ぶネットワーク

＜地方空港の国際航空路線の状況（2005.4現在）＞

平成10年3月 平成17年4月
国際航空
路線数

便数/週
国際航空
路線数

便数/週

新千歳空港 2 7 6 22
函館空港 1 2 1 2
青森空港 1 3 2 5
仙台空港 5 19 5 16
秋田空港 - - 1 3
福島空港 - - 2 5
新潟空港 3 8 5 18
富山空港 2 6 3 9
小松空港 1 2 2 6
米子空港 - - 1 3
岡山空港 1 4 2 14
広島空港 5 19 4 26
高松空港 1 3 1 3
松山空港 1 3 2 5
福岡空港 14 126.5 18 159
長崎空港 1 2 2 4
熊本空港 - - 1 3
大分空港 1 2 1 2
宮崎空港 - - 1 3
鹿児島空港 2 5 2 6
那覇空港 3 24 4 21

空港名

わが国の地方空港の国際航空路線の状況

（出典） ： H17.5 新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系 最終報告



■国土のモニタリング

発着コンテナ貨物量、輸出入相手国別コンテナ貨物量

国際コンテナ貨物輸出入量は、１９９３年から２００３年で１．５倍に増加しており、中国では３．８倍に増加している。ま
た、各地域ブロックを発着地とする国際海上コンテナ貨物量は増大している。

ブロック別発着コンテナ貨物量
国際コンテナ貨物輸出入相手国別貨物量
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(万トン)

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（参考）

東北：青森県、秋田県、岩手県、宮城県、秋田県、福島県

関東：茨城県、千葉県、東京都、神奈川県

北陸：新潟県、富山県、石川県、福井県

中部：静岡県、愛知県、三重県

近畿：京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県

中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

注：ブロック別発着コンテナ貨物量については、一ヶ月間（ １０月）の貨物量

（出典）：国土交通省全国輸出入コンテナ貨物流動調査をもとに国土交通省国土計画局作成



コンテナ船の大型化の推移と今後の動向

コンテナ船が就航してから船型は着実に大型化がしており、より大きな大型船も発注されており、今後において最大
船型の大型化が予測されている。

積
載
個
数
（Ｔ
Ｅ
Ｕ
）

竣工年

8,000
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000

0 738
752 1,096 2,500

4,258
4,300

4,600
4,700 4,950

6,400
7,060

9,000
10,000
11,000

2010200520001985 1990 199519801975197019651960

最大船型の推移
8,200

9,200
10,000

2015

13,000？13,000
12,000

注：13,000TEUのコンテナ船については設計が終わっているが、発注はされていない。

「21世紀の国土のグランドデザイン」の策定年

（出典）：海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」、海事新聞及び国土交通省港湾局資料より国土交通省国土計画局作成



日本の年降水量の経年変化

長期的に見ると少雨と多雨の変動幅が増大 ～治水上も利水上もリスクが増大～
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【日本の年降水量の経年変化】

年降水量

５年移動平均
年平均降水量

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）による報告（抜粋） （2001年）
・21世紀後半までに，北半球中・高緯度や南極では，降水量の年々の変動も大きくな
る可能性がかなり高い。

（出典）：国土交通省河川局資料



森林・農地の国民的経営と選択的管理

齢級別の間伐対象面積と放置森林面積（愛媛県の例）
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注：１）水土保全機能の高い森林の、間伐対象森林面積と放置森林面積である。「水土保全機能
の高い森林」は、同県の地域森林計画において、山地災害防止機能又は水源かん養機能
が第一に発揮されるべきとして区分されている森林

２）「放置森林」とは、同県において
①16～45年生の針葉樹人工林で過去10 年間に施業が全く 行われていない。
②立木の過密化が原因で、気象災害や病虫害のおそれや荒廃が見られる。
③森林所有者による施業が期待できない
のいずれにも該当する森林

３）「間伐対象森林」は、16～45年生のスギ、ヒノキ等針葉樹人工林

（出典）：農林水産省「農林業センサス」をもとに国土交通省国土計画局作成
注：四捨五入の関係で合計値は必ずしも一致しない。
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＜要因別耕地のかい廃※面積の推移＞

都市的利用への転用
より耕作放棄によるか
い廃※が多くなる

（出典）：農林水産省「耕地及び作付面積統計」をもとに国土交通省国土計画局作成

（出典）：愛媛県「愛媛県放置森林管理システム検討結果報告書」
（林野庁「平成１４年度森林及び林業の動向に関する年次報告」より）

※かい廃：田又は畑が他の地目に転換し、作物の栽培が困難となった状態の土地
をいう。
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＜齢級別の間伐対象面積と放置森林面積（愛媛県の例）＞

農山村地域の過疎化・高齢化や農林業生産活動の停滞等により、人工林の間伐が適切に行われない森林の存在
や耕作放棄地の増加等、森林・農地の管理水準の低下がみられる。



３． 東アジアのエネルギー資源の活用に向けた国土基盤のあり方



北東アジアの天然資源の開発計画の動向

わが国は、主要先進国と比較してエネルギーの石油依存度が高く、また特に中東地域への依存度が高いことから、
原油の安定的供給の確保のため、供給源の多角化を図るとともに、自らが探鉱等を行う権利を有する自主開発原油
を確保することが重要。
現在、サハリンにおける我が国企業が参画する形での石油・天然ガス開発の推進、東シベリアでの石油や天然ガス
のパイプライン構想実現に向けた日露間の調整等の動きが見られる。

＜サハリンプロジェクト＞ ＜太平洋パイプラインプロジェクト＞

（出典）：経済産業省「平成１６年度 エネルギーに関する年次報告」（平成１６年度エネルギー白書）



４． 国土空間の質的転換の方向性



コンパクトな都市構造への転換に向けた取り組み

【青森市のコンパクトシティ構想】

○戦後の人口増加と急速な経済成長に

より都市部で進んだ住宅や都市機能の

外延化を防ぎ、都市の縁辺部などでの土

地利用が虫食い状に進行することのない

よう、秩序立った土地利用のコンパクト化

を図る必要があるが、その際には地域内

交通施策との連携が欠かせない。

土地利用と連携した地域内交通体系の構築による都市のコンパクト化

（出典）：青森市ホームページをもとに国土交通省国土計画局作成



公共交通を基軸とした都市構造への転換に向けた取り組み

仙台市では、土地利用調整制度を新たに設けて都市の外延化を防ぐとともに、公共交通を基軸とした都市構造への
転換を目指している。今後迎える高齢化社会において、都市における交通基盤整備は、スピードアップや交通容量
の拡大といった視点だけではなく、ヒューマンスケールで誰もが移動しやすい環境をつくることが求められる。

＜軌道系交通機関を中心とした集約型都市構造への転換＞

○ 仙台市では，一定のまとまりを持った集

約的な都市の形成を誘導し，省資源・省エ

ネルギーで環境負荷が少なく，市民相互の

交流が高まる生活しやすいコンパクトな都

市の形成を目指している。

○ そのためにはこれまでの外延的な市街

化の拡大を防止し，地下鉄やＪＲ線などの

軌道系交通機関を都市交通の主役に据え，

市街地をその沿線に誘導して，できるだけ

自動車に頼らずに，「軌道系交通機関を中

心としたまとまりあるまち」を目指している。

（出典）：仙台市ホームページをもとに国土交通省国土計画局作成



５． 今後の国土基盤形成における規制緩和等ソフト施策の課題



既存ストックの活用と新規整備

交通基盤の整備サイクルのイメージ

効率的に国土基盤を整備するため、アセットマネジメント等の個々の効率化手法の一環として、まずは必
要な資産情報の整備とサービス水準を設定。

財政状況 地域・利害関係者の合意
【用例】
○評価手法
◎効率的な整備手法

公 共 サ ー ビ ス 水 準 の 設 定

◎ Ｂ／Ｃ分析

・ 需要予測
・ 資産評価（ポテンシャルの把握）

新たに開発・整備

同じ用途で
継続使用

用途転用など
運用方法の変更

廃止

◎ 合築・複合整備
◎ 空間の有効利用

既存施設の運用

放置／取り壊し／転売

効率的な維持・管理

◎ ネットワーク管理 ◎ IT等によるシステム化

◎ 国土基盤のマッチング

◎ 用途変更

建設当初と同
じ需要がある

建設当初の
需要がない

維持管理・点検
データ収集

既存機能の拡充・有効活用新たなサービス・機能

（コスト削減） 補修・更新の実行

既 存 ス ト ッ ク の 資 産 価 値 評 価

○ 公共施設評価
○ 既存ストックの現状把握
○ 財産的価値（会計的な視点）
・ 再調達価格
・ 利用者便益による貨幣価値（将来ＣＦ）

予算・会計システム

国土基盤の
劣化状況の予測

維持管理・更新の
優先順位決定

民間力を利用した維持管理

（出典）：国土交通省国土計画局作成



※行動指針を踏まえ、公共工事担当省庁が行動計画を策定

行動指針
H9～H11

公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針
H12～H20

公共事業コスト構造改革
プログラム
H15～H19

コスト構造改革コスト構造改革

H9 H12H11 H14 H15 H19 H20

※H19に１５％コスト縮減(H14基準)

○平成１５年度より、現行動指針を継続実施することに加え、公共事業の全てのプロセスを

コストの観点から見直す、「コスト構造改革」の取り組みに着手

○「コスト構造改革」の施策プログラムとして、「公共事業コスト構造改革プログラム」を策定

公共工事コスト縮減対策に関する行動指針

※新行動指針を踏まえ、公共工事担当省庁が新行動計画を策定

※平成15年３月
「国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム」を策定
平成15年９月
政府の「公共事業コスト構造改革プログラム」を策定

公共事業コスト縮減の経緯

（出典）：「社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会 第２回基本問題小委員会」資料



コスト構造改革について

国土交通省公共事業コスト構造改革プログラムの策定（平成１５年３月）

①「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（平成１３年３月）に加え、「改革」として取り組むべき施策
をとりまとめたもの

位置付け

毎年度、施策実施状況と数値目標についてフォローアップを実施フォローアップ

平成１５年度：コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直す「コスト構造改革」の取組を開始

②直ちに実施できる施策のみではなく、検討、試行、他省庁との調整を行った上で実施に移行する施策を含む

③必要に応じて施策を追加、変更し、プログラムを更新する

内 容

①事業のスピードアップ（８施策）
②計画・設計から管理までの各段階における最適化（１４施策）
③調達の最適化（１２施策）

合計３４施策

対 象

基本的には国土交通省直轄事業、国土交通省所管の公団等が行う公共事業

①公団等は、独自の施策を実施可能
②所管補助事業等において同様の取り組みを促す
③関係省庁と連携して実施

※毎年度、施策実施状況と数値目標について
フォローアップを実施

平成１５年度から５年間で、平成１４年度の標準的な公共事業コストと比較して、１５％の総合コスト縮減率を達成する。数値目標

Ｈ１０ Ｈ１４Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３

Ｈ１５ Ｈ１９（５年間）

新たな取り組み新たな取り組み

工事コスト縮減の取り組み工事コスト縮減の取り組み

１５％１５％ ①規格の見直しによる工事コストの縮減

②事業のスピードアップによる事業便益の早期発現

③将来の維持管理費の縮減

従来の工事コストの縮減に加え以下の項目も評価

１３．６％１３．６％

平成14年度までに13.6%の縮減
（物価の下落等を含め21.3%）
（基準年：平成８年度）

（※目標値には物価の下落等を含まない）

6.1％
7.37.3％％

コスト構造改革について

（出典）：「社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会 第２回基本問題小委員会」資料
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